
２億５，１００万円 

 

８００万円 

 

令和３年度  四国中央市  一般会計補正予算（第９号）の概要  

 

 

 

 

１  補 正 予 算 の 規 模 

２億 5,900 万円   （補正後予算額 414 億 7,600 万円） 

【歳入】  県補助金 ２億 5,100 万円  繰越金 800 万円 

 

 

 

２  補 正 予 算 の 内 容 

 

Ⅰ  えひめ版応援金支給事業 （第２弾） 

 

新型コロナウイルス感染症により、経営への長期的な影響が懸念されることから、さ

らなる感染症防止対策の徹底と継続に向けて、将来に効果が持続するような取組に応

援金を支給します。 

（１） 対 象 者  令和３年６月から９月までの任意の月の売上が、前年若しくは前     

々年の同月と比較して３０％以上減少したもの又はこの期間の任 

意の連続する２月の売上が、前年若しくは前々年の同月と比較し 

て１５％以上減少したもの 

 

（２） 支 給 額  法人 ２０万円 

個人 １０万円 

 

 

 

Ⅱ  緊急地域雇用維持助成金事業   

     

     新型コロナウイルス感染症の影響に伴う休業により、労働者の雇用の維持を図ろう

とする中小企業等の事業者に対し、助成金を支給することにより雇用の安定及び事業活

動の継続を支援します。 

（１） 対 象 者  国及び県の助成金の支給決定を受けた中小企業の事業者   

 

（２） 支 給 額  休業手当額の１０分の１の額以内（年間上限額１００万円） 

 

（３） 支給期間  令和３年１１月３０日休業手当分まで 

 

   

 



５． 事業内容

８． 支給額
法人：２０万円
個人事業主：１０万円

　感染症の影響を受け売上が減少する事業者に対し、感染対策をはじめ
とする経費への補助を応援金として支給する。

６． 対象者

市内に本店がある中小企業又は市内在住の個人事業主で次の要件の全て
に該当する方
(1) 令和３年６月から９月までの任意の月の売上が、前年若しくは前々年
の同月（比較対象月）と比較して３０％以上減少又はその期間の任意の
連続する２月の売上が、前年若しくは前々年の同月（比較対象月）と比
較して１５％以上減少
(2) 比較対象月を含む年間売上が、法人240万円以上、個人事業主120
万円以上
(3) 効果が持続する形で感染対策等に取り組んでいる。
(4) 応援金の給付を受けた後にも事業を継続する意思がある。
　※会社以外の法人も広く対象（医療法人、ＮＰＯ法人など）
　※国の月次支援金(6月～9月)の受給者は対象外
　※想定対象者件数：１,６００件
　　　　　　　　　　（法人９００件、個人事業主７００件）

７．
事業実施期間
（申請受付期間）

令和3年10月中旬～12月31日

３． 事業費総額 ２億５,１００万円

４． 事業費内訳
応援金…２億５,０００万円
事務費…　　　 １００万円

１． 担当課 経済部 産業支援課

　新型コロナウイルス感染症により、経営への影響の長期化が懸念され
ることから、さらなる感染防止対策の徹底と事業の継続に向けて、将来
に向かって効果が継続するような取組（感染対策や販路開拓）に応援金
を支給することにより感染防止を図るとともに地域経済を維持する。

２． 事業目的

えひめ版応援金支給事業（県・市町連携事業）【第２弾】



５． 事業内容

１． 担当課 経済部 産業支援課

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う休業により労働者の雇用の維
持を図ろうとする中小企業の事業者に対し、助成金を支給することによ
り、雇用の安定及び事業活動の継続を支援する。

２． 事業目的

３． 事業費総額 １,３５０万円（今回追加予算額８００万円）

４． 事業費内訳
助成金　　　　　…５５０万円
助成金（追加分）…８００万円

８． 支給額

休業手当額の10分の１の額以内（年間上限額100万円）

　事業者が労働者へ支払った休業手当に対し、国及び県の助成金が支給
された事業者に助成金を支給する。

６． 対象者
　新型コロナウイルス感染症の影響により国の「雇用調整助成金」及び
「緊急雇用安定助成金」（休業によるものに限る。）並びに県の「緊急
地域雇用維持助成金」の支給決定を受けた中小事業者

７． 対象期間 （申請受付中）～11月休業手当分

四国中央市緊急地域雇用維持助成金（追加）
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